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証券コード　6659
平成28年６月３日

株 主 各 位
神 奈 川 県 川 崎 市 幸 区 堀 川 町 5 8 0 - 1 6
株式会社メディアグローバルリンクス

代表取締役社長 小 野  孝 次

第23期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第23期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に賛否をご明示賜り、平成28年６月17日（金）午後６時30分までに到着
するよう折り返しご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

1. 日 時 平成28年６月18日（土）午後２時
2. 場 所 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地

ソリッドスクエア地下１階ホール
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 株主総会の目的事項
報告事項 1．第23期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

2．第23期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書
類の内容報告の件

決議事項
議　案 取締役５名選任の件

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類、計算書類
に記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ
（http://www.medialinks.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

自　平成27年４月 １日
至　平成28年３月31日

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
1.　事業の経過及びその成果
(1) 当連結会計年度の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、円安効果などにより企業業績が改善し
ましたが、個人消費の伸びは低いままであり、設備投資需要の増加も限定的にと
どまりました。先行きの不透明感は払しょくできず、景気回復の動きは力強さに
欠けるものでした。世界経済においては、新興国経済の成長鈍化や原油価格の低
下などの影響により、牽引役が不在の状況でした。当社グループの主要なマーケ
ットである放送業界では、世界的にふたつの大きな変化に直面しています。ひと
つは、インターネット経由のコンテンツ配信事業者の台頭です。従来の地上波や
ケーブルテレビの放送事業者は、収益モデルの見直しが求められています。もう
ひとつは、4Kあるいは8Kと言われる超高精細映像フォーマットの採用です。新
たな映像フォーマットに対応するため、コンテンツ制作から配信までのワークフ
ロー全体の再構築が検討されています。このような状況に直面し、多くの放送事
業者は、先行き動向を探ろうとし、様子見の姿勢を取ったため、放送関連の設備
投資需要は2015年末まで一時的に縮小しましたが、2016年になってからは、具
体的な投資に踏み切る企業が増えてきました。

そのような状況のなか、当社グループの事業は、日本国内、アジア、欧州にお
いては、顧客の需要回復が見られず、売上は計画を下回ることになりました。一
方、オーストラリアおよび米国では、既存顧客の継続プロジェクトからの受注が
順調に推移しただけでなく、既存顧客の新規プロジェクトの獲得が進んだことに
より、売上は増加しました。販売面では、日本を含むアジアの不振をオーストラ
リアと米国の貢献により補う形となりました。全体として売上高は、2015年5月
に公表した期初予想は下回りましたが、前期比5.5％増加し、2年連続して過去
最高を記録しました。当連結会計年度の海外売上高比率は、前期の77.8％から
74.3％になりました。

その結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は5,649百万円（前連結会
計年度比5.5％増加）となりました。製品グループ別内訳では、ハードウエア製
品が4,604百万円（同4.0％増加）、その他が1,044百万円（同12.7％増加）とな
りました。

利益面では、売上高の増加により、売上総利益は3,383百万円（同5.1％増加）
となりましたが、販売費及び一般管理費が研究開発費や人件費の増加により
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3,067百万円（同12.8％増加）となり、営業利益は316百万円（同36.8％減少）
となりました。円高による為替差損57百万円の計上等により経常利益は257百
万円（同52.1％減少）、親会社株主に帰属する当期純利益は114百万円（同78.5％
減少）になりました。

なお、当社グループは映像通信機器のメーカーとして事業を行なっており、当
該事業以外に事業の種類がないため、セグメント別に事業を分類しておりませ
ん。

(2) 次期の見通し
次期の見通しにつきましては、米国では既存顧客のビジネスは順調に推移する

ものと見込んでいますが、オーストラリアでは設備投資の一巡感があり、売上は
減少すると予想しています。欧州やアジアでは新規顧客の獲得による売上への
貢献が大きくなることを目指しており、国内では既存ビジネスに加えて、新たな
ビジネスとして放送局内IPネットワーク構築案件が実現することを見込んでい
ます。それらの新規顧客獲得や新規ビジネスの開始による売上が、オーストラリ
アの減少を充分にカバーし、売上高は増加するものと見込んでいます。その一方
で、費用面では、研究開発費が引き続き高い水準で推移することに加えて、製品
ユーザー拡大に伴うグローバルなサービス体制の構築や、拡大する市場に対応
し、新たな顧客層にアプローチするための積極的なマーケティング活動を推進す
るための費用が増大します。そのため、次期は市場の拡大や新規ビジネスの開
始、新規顧客獲得に伴う売上成長はあるものの、今後の成長のために費用が先行
する状況となり、利益面では厳しい状況を見込んでいます。

以上により、当社グループの次期の売上高は6,000百万円、営業利益80百万
円、経常利益70百万円、親会社株主に帰属する当期純利益10百万円を計画して
います。
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2.　資金調達の状況
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約及
びコミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結
会計年度末の借入実行残高は450百万円であります。
　また、当連結会計年度において、主に開発資金と運転資金を目的として、金融
機関から長期借入金300百万円を調達いたしました。

3.　設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の主なものは次のとおりで
あります。

建物 本社　空調・電源増設工事等 5,062千円

工具、器具及び備品
MD8000 検証機器一式 58,639千円
IP VIDEO ROUTER SYSTEM環境一式 28,090千円
画像・音声品質に関する測定器(4K対応） 17,371千円

ソフトウエア Pro.MDソースコード 8,002千円
ソフトウエア仮勘定 SAP ERPシステム導入ライセンス等 47,000千円

4.　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

5.　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

6.　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

7.　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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8.　財産及び損益の状況の推移
⑴　企業集団の財産及び損益の状況の推移

項　　　　　目 第20期 第21期 第22期 第23期
(当連結会計年度)

売上高 (千円) 4,871,995 4,309,577 5,355,007 5,649,629

経常利益 (千円) 911,234 372,140 538,108 257,602

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 731,607 320,128 531,136 114,346

１株当たり当期純利益 (円) 140.09 60.05 97.30 20.77

総資産 (千円) 4,733,825 4,732,152 5,320,379 5,384,768

純資産 (千円) 2,544,701 2,920,769 3,502,862 3,589,364

（注）１．１株当たり当期純利益は、普通株式の期中平均株式数により算出しております。なお、
当社は前連結会計年度より株式給付信託制度（J-ESOP）を導入しております。当該
株式給付信託が所有する当社株式については、連結計算書類において自己株式として
計上しております。１株当たり当期純利益を算定するための普通株式の期中平均株式
数について、当該株式給付信託が所有する当社株式の数を控除しております。

２．当社は、平成25年10月1日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりま
す。第20期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算
定しております。

⑵　当社の財産及び損益の状況の推移

項　　　　　目 第20期 第21期 第22期 第23期
(当事業年度)

売上高 (千円) 3,608,868 3,015,524 3,558,622 3,575,669

経常利益又は経常損失(△） (千円) 592,934 321,015 281,375 △71,512

当 期 純 利 益 又 は 当 期 純 損 失
(△）

(千円) 529,724 314,129 293,602 △122,849

１株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失(△） (円) 101.43 58.93 53.78 △22.31

総資産 (千円) 4,106,986 4,142,719 4,468,330 4,352,283

純資産 (千円) 2,208,989 2,588,335 2,859,006 2,779,811

（注）１．１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失は、普通株式の期中平均株式数によ
り算出しております。なお、当社は前事業年度より株式給付信託制度（J-ESOP）を
導入しております。当該株式給付信託が所有する当社株式については、計算書類にお
いて自己株式として計上しております。１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純
損失を算定するための普通株式の期中平均株式数について、当該株式給付信託が所有
する当社株式の数を控除しております。

２．当社は、平成25年10月1日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりま
す。第20期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失を算定しております。
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9.　重要な子会社の状況
子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

MEDIA LINKS, INC. 7,000千USドル 100.0％ 放送通信機器の販売

ML AU PTY LTD 2,000千 豪 ドル 100.0％ 放送通信機器の販売

10.　対処すべき課題
情報技術が急速に進化していく中で、新しい情報メディアが誕生し、人々の暮

らしの利便性を高めています。インターネットの普及とともに、人々のビジネス
活動や日常生活において、情報ネットワークの重要性がますます高まってきてい
ます。

通信技術においては、インターネットに代表されるIP通信の技術が高度化し、
すべてのメディアを包み込もうとしています。当社グループが目指している「放
送用ネットワークのIP化」のトレンドは、揺るぎないものと確信しています。す
でに、当社の顧客である一部の先進的なユーザーは実際に当社装置を採用してIP
の導入を進めており、確かな実績を築いています。市場全体を見れば、まだ初期
段階にありますが、認知度は高まってきました。国際的な業界団体もIPに向けて
の変革を提唱しており、一部の先進ユーザーだけが使う段階から、広く一般的な
ユーザー層まで普及・浸透を開始する段階に差し掛かっています。市場は間もな
く拡大ステージに向かうものと見ています。

このような状況のもと当社グループは、「急速に変化する世の中に適応し、進
化していける独創的な製品サービスを継続して作り続け、社会に貢献していく」
という経営方針を貫き、新しい市場の立ち上がりのタイミングを逃すことなく捉
え、企業価値をより高めていくために、以下のような経営課題に取組むべきであ
ると考えています。

(1) 特定顧客への依存度の低減
近年、当社グループの売上高において、海外の大口顧客向けの販売が大きく

貢献しています。当社業績は、大口顧客の案件進捗状況に強く影響される状況
が継続しています。

特定の大口顧客との取引が将来にわたって継続拡大が見込まれる場合は、そ
の大口顧客からの要望に応えるために当社グループの人材や資金を優先的に投
入することは合理的ですが、過度に依存することはリスクもあります。そのた
め、特定の大口顧客との良好な関係は維持しつつ、他の顧客向けの販売を増大
させることで、特定顧客への依存を相対的に低くすることが、当社グループが
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取り組むべき課題だと考えています。
当社グループの販売する製品やシステムは、社会的なインフラのひとつを形

成するものであるため、ひとつのプロジェクトの規模が大きくなる傾向があり
ます。そのような大規模プロジェクトを運営できる顧客の数は、非常に限定さ
れるだけでなく、プロジェクト案件を獲得するための商談準備期間は長期化し
ます。そのため、顧客数を一気に拡大することは困難ですが、綿密なマーケテ
ィング活動を行いながら、新しい顧客を少しずつ獲得することでリスクを低減
させて参ります。

(2) 収益源の安定化
当社グループの売上高の大部分は、ハードウェア製品の販売によるものであ

り、そのうち主力製品であるMD8000シリーズが大きなウエイトを占めていま
す。MD8000シリーズは主として通信や放送のインフラを構成するため、その
需要は大きく変動することがあります。MD8000シリーズの製品販売以外の
安定的な収益源を確保することは、当社グループの課題となっています。

MD8000シリーズは、主として大手通信事業者が直接の顧客となり、長距離
のコアネットワークにおいて使用されることが多いため、それ以外の市場とし
て、メトロネットワークや放送局内のネットワークに向けての製品販売に注力
をしています。それらは、当社が競争力を有するMD8000と直接接続する場面
での利用を想定しているため、MD8000のビジネスとのシナジーが期待でき、
さらに収益源の拡大にもつながります。

また、製品販売後の保守やサポート業務の継続的収入は、安定的な収益源と
して期待しています。海外においては、インストールベースの増大に伴い、保
守料収入が増加していますが、売上全体に占める割合はまだ限定的です。日本
においては、過去の商習慣もあって、保守契約を締結する顧客がまだ少なく、
今後の増大に努力しています。

(3) グローバル戦略の推進
放送用ネットワークのIP化は、世界的な潮流です。テレビ放送局の数だけを

見れば、米国、EUともにそれぞれ日本の10倍以上あり、国外の市場規模は、
日本国内よりもはるかに大きいと言えます。さらに、日本の放送業界が安定的
な成熟市場とみなされているのに対し、欧米の放送業界は、政府による規制も
異なり、ダイナミックな変化が起こりうる市場と言えます。そのため、当社グ
ループは、積極的なグローバル展開を推進しています。
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すでに当社グループ売上の70%以上は海外であげており、この傾向は今後も
続きます。顧客がグローバルになれば、当社グループの組織運営もグローバル
にならないといけません。グローバルな顧客に対応するため、本社と海外拠点
が一体となってグローバルに動ける体制を構築する必要があります。そのため
には、グループの共通言語である英語によるコミュニケーションが円滑になさ
れるように、グループ内ドキュメントの英語化を進めています。さらに、グル
ープ全体のITプラットフォームの共有化や各拠点間の人事交流の活発化など
を行い、情報をスムーズに共有することができるようにします。全グループ従
業員が全社最適に向けて業務を遂行する組織体制を築くことを目指しています。

  (4) ソフトウエア開発力の強化
当社グループは、放送用通信ネットワークで使われる装置を主要な販売製品

としており、さまざまな機能はハードウエアに実装されています。今後は機能
をハードウエアから切り離し、ソフトウエアとして提供する割合を増やすこと
を目指しています。ハードウエアは基本機能に絞り込んだ形にして共通化を進
め、コストを押さえることで顧客の初期投資負担を減らします。顧客は必要な
機能をソフトウエアとして必要な時にオンラインで購入できるようにします。
また、ソフトウエアライセンスの販売形態を多様化し、顧客の都合に合わせた
形で提供できるようにします。

そのためにはソフトウエア開発力を今まで以上に強化する必要があります。
ソフトウエア技術者の採用、育成に力を入れ、ソフトウエアの開発力をハード
ウエアに負けないレベルまで早急に持ち上げる施策を実行しています。

(5) グローバルな販売チャネル網の構築
日本、米国では、自社スタッフによる直販体制が主になっていますが、今後

広くグローバルに顧客層を広げてゆくためには、有効な販売チャネル網を構築
することは不可欠です。新規顧客の獲得を目指しているアジア各国や欧州各国
には、信頼できる販売代理店の協力を必要とします。また、放送局内IPネット
ワークビジネスは、従来の映像伝送装置ビジネスとは顧客層が異なるうえに、
システムインテグレーションが伴うプロジェクトが多くなるため、販売代理店
には営業力だけではなく、システム構築力も求められます。各国の業界事情に
精通し、有力顧客との接点を持ちながら、当社グループの製品やサービスを有
効活用できる技術力を持った代理店を市場ごとに獲得することが求められてい
ます。

－ 8 －
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同時に当社から各代理店への技術指導や教育など、きめ細かなチャネルサポ
ートを提供することも重要だと考えています。

(6) 顧客ビジネスに密着したサービス・サポート体制の構築
すでに直販体制を構築した日本、米国、オーストラリアでは、単に製品を販

売するメーカーではなく、システムインテグレーション、保守サポート、運用
支援などのサービスを提供することで、収益機会の増大を図っています。その
ためにサービス提供体制の強化が課題となっています。特に、海外の顧客に対
するサポートチームの技術レベルの向上、海外のサポートチームと日本の開発
チームとのスムーズな連携体制の構築が課題となっています。

さらに、これらのサービス体制を整えることで、顧客ビジネスにより密着す
ることができ、新たなビジネスアイデアの創出につなげることも意図していま
す。今後の新たなビジネス展開を考慮すると、顧客ビジネスに密着し、深く理
解することは、非常に重要なことだと考えています。

(7) グローバルなマーケティング体制
当社グループのIP伝送装置は一部の先進的なユーザーに受け入れられ、実績

を積み上げてきました。当社は先進ユーザーの技術的要求に的確に応え、彼ら
が求める革新性を提供できたからです。しかし、革新性を求める先進的なユー
ザーは限られており、多くの一般ユーザーは変革よりも漸進的な効率化を求め
ています。今後、当社グループが一般ユーザーの大きな市場に食い込むために
は、今までの技術の先進性をアピールしたマーケティング戦略から、価格競争
力、安定した品質、正確な納期、説得力のある費用対効果、信頼されるアフタ
ーサービスなど先進技術以外の価値を高め、市場にアピールする必要がありま
す。

新しい顧客層に効果的なマーケティング戦略を打ち出すため、本社内に
Marketing & Business Developmentを設けています。この組織はグローバ
ルな事業展開に必要な戦略を立案し、実行することが使命となっています。

(8) 組織・人事について
当社グループ内の組織ごとに責任と権限を明確化すると共に適切な権限委譲

を推進し、業務のスピード化を図ります。特に、組織としての強化を目指し、
各組織の管理職のレベルアップを促します。グローバルに広がる各組織、各従
業員間の情報共有と連携の基盤を作り、スムーズな意思疎通を図り、自律的な
改善活動を恒常的に展開させ、業務の効率化を継続推進できる組織作りが重要

－ 9 －
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であると考えています。
従業員各人については、それぞれのキャリア形成を考慮した目標設定、評価、

フィードバックを適切に行うとともに、教育研修プログラムの充実を図り、人
材のレベルアップに努めます。特にグローバル展開に際しては、グループ内の
共通言語である英語の習得を本社内の日本人従業員全員に求めています。オン
ライン英語研修、海外派遣英語研修などのプログラムを提供し、グループ内全
従業員のコミュニケーションが円滑に進められるよう取り組んでいます。

(9) 生産管理体制の強化
当社グループは、自社生産工場を有しない生産体制（ファブレス型）を採っ

ているため、その柔軟性を生かし、多様なニーズに随時対応できる体制を確立
しています。大型の案件受注にも対応できる生産能力を確保し、そのうえで、
地政学リスクや急激な為替変動、災害や不測の事態にも対応できるようグロー
バル規模で柔軟な生産体制を整備しています。

各生産委託先の生産技術力の標準化を進めながら、同時に部品調達力やコス
ト競争力の強化を図っています。また、顧客までの納期の短縮を目指したサプ
ライチェーンの改善にも取り組んでいます。現在は部品調達期間を含めると生
産リードタイムはかなり長期間となっていますが、これを劇的に短縮するため
の方策を準備しています。顧客の要望に速やかに応えられるよう、生産管理体
制の強化を進めています。

(10) 品質管理体制の強化
当社グループの製品は、放送局や通信事業者が長期にわたり放送のインフラ

を形成するための機器であり、通信時および放送時に中断等の不具合が起こら
ないための高度な品質が要求されるものです。当社は既に、ISO9001（品質マ
ネジメントシステム）に基づく管理体制により、設計品質および製品品質を維
持していますが、現状にとどまらずより高い品質を求めます。そのためには、
ISO9001の継続的改善に注力するとともに、当社グループ内のみならず、製造
委託先の教育・指導を徹底し、設計時のチェックから、出荷前検査、出荷後の
サポートに至るまで、トータルに品質管理体制の強化を図ります。

当社グループのビジネスの形態は、従来はハードウエア販売が主体でしたが、
今後はハードウエアだけでなく、ソフトウエア、サービス販売、トータルソリ
ューションシステムまで多様化します。ソフトウエア製品やデザインサービス
の品質管理、システムインテグレーション、保守サポートなどサービスの品質
管理も重要になります。製品レベルだけでなく、システムレベルでの品質管理

－ 10 －
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体制を構築しています。
当社グループの品質管理は、単に不良を出さないというレベルではなく、顧

客が期待していた以上の魅力を製品やサービスから感じていただける品質レベ
ルを追求しています。

(11) 企業の社会的責任(CSR)の遂行
CSRの遂行につきましては、国内外の法令の遵守は当然のことながら、国内

のみならず諸外国の社会通念上の常識、倫理に照らしたコンプライアンス経営
を推進します。

さらにCSRの一環として、当社グループは環境保全活動を推進しています。
ISO14001（環境マネジメントシステム）の継続的改善および環境負荷の少な
い製品の開発を進めています。また、温室効果ガス吸収量増加を目指す植林プ
ロジェクトを遂行し、地球温暖化防止に寄与します。

また、巨大台風などの災害に遭われた人に対する緊急支援もできる範囲内で
行ってきました。

－ 11 －
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11.　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
　当社グループは、映像、音声、通信に関する機器及びソフトウエアの開発、設
計、製作、工事、販売、リース、レンタルを事業として営んでおります。主要な
製品は次のとおりであります。

製 品 名 型 番
マルチメディアIP伝送装置
ハイブリッドIPビデオルータ
光波長多重伝送装置
館内デジタル自主放送システム

MD8000　シリーズ
MDX　シリーズ
MD-003　シリーズ
MD2800　シリーズ

12.　主要な事業所（平成28年３月31日現在）
⑴ 当社

本社 神奈川県川崎市幸区堀川町580-16
川崎テックセンター18階

支店 Thremhall Park, Start Hill
MEDIA GLOBAL LINKS
UK LIMITED

Bishop's Stortford, Hertfordshire
CM22 7WE United Kingdom

⑵ 子会社
MEDIA LINKS, INC. 431-C Hayden Station Road,

Windsor, CT 06095-1313 U.S.A.

ML AU PTY LTD 2-12 Rokeby Street,
Collingwood, VIC 3066 Australia

13.　使用人の状況（平成28年３月31日現在）

使 用 人 数 前連結会計年度末比
増減

95名 ３名増
（注）使用人数には、契約社員・パート・派遣社員は含んでおりません。

14.　主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 498,430

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200,000

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 150,000
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 70,800
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）
1.　発行可能株式総数 20,000,000株
2.　発行済株式の総数 5,556,900株
3.　株主数 2,465名
4.　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

林 　 英 一 2,075,400 37.35

小 野 孝 次 343,000 6.17
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信託銀行株式会社（信託口） 253,400 4.56

武 田 憲 裕 155,000 2.79

五 味 昌 丈 119,100 2.14

株 式 会 社 S B I 証 券 105,600 1.90

山 本 友 信 91,400 1.64
メディアグローバルリンクス
従 業 員 持 株 会 67,500 1.21

林 　 由 起 57,000 1.03

鷲 見 吉 春 56,800 1.02

－ 13 －
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Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項
1. 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成28年３月31日現在）

発 行 決 議 の 日 平成23年 6 月23日 平成24年 6 月20日
新 株 予 約 権 の 数 200個 176個
株 式 の 種 類 普通株式 普通株式
株 式 の 数 20,000株 17,600株
払 込 金 額

（１個当たり） 22,200円 78,800円
行 使 価 額

（１個当たり） 100円 100円

行 使 期 限 平成48年 7 月13日 平成49年 7 月12日

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

200個
20,000株

２名

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

176個
17,600株

２名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

監 査 役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

発 行 決 議 の 日 平成25年 6 月20日 平成26年 6 月20日
新 株 予 約 権 の 数 238個 300個
株 式 の 種 類 普通株式 普通株式
株 式 の 数 23,800株 30,000株
払 込 金 額

（１個当たり） 54,800円 56,400円
行 使 価 額

（１個当たり） 100円 100円

行 使 期 限 平成50年 7 月11日 平成51年 7 月12日

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

238個
23,800株

２名

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

300個
30,000株

２名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

監 査 役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

－ 14 －
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発 行 決 議 の 日 平成27年 6 月20日
新 株 予 約 権 の 数 350個
株 式 の 種 類 普通株式
株 式 の 数 35,000株
払 込 金 額

（１個当たり） 98,400円
行 使 価 額

（１個当たり） 100円

行 使 期 限 平成52年 7 月11日

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

350個
35,000株

５名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

監 査 役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

（注）平成25年10月１日付で行った１株を100株とする株式分割により、「株式の数」、「行使
価額（１個当たり）」及び「目的となる株式数」は調整されております。

2. 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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Ⅳ．会社役員に関する事項
1.　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）
会社における地位 氏 　 　 　 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 小 野 　 孝 次
営業本部長
MEDIA LINKS, INC. Chairman & CEO
ML AU PTY LTD CEO

取 締 役 武 田 　 憲 裕 管理本部長
MEDIA LINKS, INC. CFO

取 締 役 菅 原 　 　 司
設計開発本部長
MEDIA LINKS, INC. CTO
ML AU PTY LTD CTO

取 締 役 石 川 　 浩 治 営業本部副本部長
兼 アジア営業部ゼネラルマネージャー

取 締 役 ジョン　デイル
Marketing ＆ Business Development担当
MEDIA LINKS, INC. CMO
ML AU PTY LTD CMO

取 締 役 石 井 　 洋 一 株式会社アイ・シー・ティー 顧問
常 勤 監 査 役 山 室 　 　 武

監 査 役 木 下 　 直 樹
木下総合法律事務所所長
株式会社日本M&Aセンター社外監査役
伊藤超短波株式会社社外取締役

監 査 役 竹 中 　 　 徹
竹中徹公認会計士・税理士事務所所長
株式会社ナック社外取締役
ウエルシアホールディングス株式会社社外取締役

（注）１．取締役石井洋一氏は、社外取締役であります。
２．監査役は全員、社外監査役であります。
３．監査役竹中徹氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。
４．取締役石井洋一氏は、株式会社アイ・シー・ティーの顧問であります。当社と株式会社

アイ・シー・ティーとの間には特別な関係はありません。
５．監査役木下直樹氏は、木下総合法律事務所所長、株式会社日本M&Aセンターの社外監査

役及び伊藤超短波株式会社の社外取締役であります。当社と木下総合法律事務所、株式
会社日本M&Aセンター及び伊藤超短波株式会社との間には特別な関係はありません。

６．監査役竹中徹氏は、竹中徹公認会計士・税理士事務所所長、株式会社ナックの社外取締
役及びウエルシアホールディングス株式会社の社外取締役であります。当社と竹中徹公
認会計士・税理士事務所、株式会社ナック及びウエルシアホールディングス株式会社と
の間には特別な関係はありません。

７．当社は、取締役石井洋一氏及び監査役木下直樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、届け出ております。

－ 16 －
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２.　取締役及び監査役の報酬等
⑴ 当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

基本報酬 株式報酬型
ストックオプション

取締役
（うち社外取締役）

220,517
(6,000)

186,077
(6,000)

34,440
(－)

６名
(１名)

社外監査役 17,200 17,200 － ３名

合　計
(うち社外役員)

237,717
(23,200)

203,277
(23,200)

34,440
(－)

９名
(４名)

（注）１．監査役は全員、社外監査役であります。
２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月27日開催の第13期定時株主総会において、年額

300,000千円以内と決議いただいております。また別枠で、平成27年６月20日開催の
第22期定時株主総会において、株式報酬型ストックオプション報酬額として年額
37,500千円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月27日開催の第13期定時株主総会において、年額
30,000千円以内と決議いただいております。

３.　社外役員に関する事項
⑴ 当事業年度における主な活動状況

取締役 　石井　洋一 当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、発
言は出席の都度適宜行われ、適切な意見を表明して
おります。

監査役 　山室　　武 当事業年度開催の取締役会全13回のうち12回に、監
査役会11回の全てに出席し、発言は出席の都度適宜
行われ、適切な意見を表明しております。

監査役 　木下　直樹 当事業年度開催の取締役会全13回のうち12回に、監
査役会11回の全てに出席し、弁護士としての専門的
見地からの発言を行っております。

監査役　 竹中　　徹 当事業年度開催の取締役会全13回のうち12回に、監
査役会全11回のうち10回に出席し、公認会計士とし
ての専門的見地からの発言を行っております。

⑵ 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各社外監査役は会社法第427条第１項の規定に基づく

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。なお、
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項に定める最低
責任限度額としています。

－ 17 －
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Ⅴ．会計監査人の状況
1.　名称　　新日本有限責任監査法人

2.　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 24,000千円

② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額 33,000千円

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額
と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも
区分できないことから、上記①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人
の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

3.　子会社の監査に関する事項
　当社の重要な子会社のうち、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法
人の監査を受けている会社は、次のとおりです。

子会社 会計監査人
MEDIA LINKS, INC. HOTTA LIESENBERG SAITO LLP

4.　非監査業務の内容
　当社は、新日本有限責任監査法人に対して、IFRS移行に係る助言業務等につ
いての対価を支払っております。

5.　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する
と認められる場合は、監査役全員の同意によって会計監査人を解任します。ま
た、監査役会は、会計監査人の監査品質、監査実施の有効性及び効率性等を勘
案し、再任もしくは不再任の検討を行います。

6.　過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項
　当社の会計監査人は、平成27年12月22日、金融庁から、契約の新規の締結
に関する業務の停止３カ月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）の処分
を受けました。

－ 18 －
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Ⅵ．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。

1.  当社及び当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制
⑴ 会社理念及び経営方針を具現化するため、法令及び定款を尊重し公明正大に

行動することを定めた行動宣言を制定し、その周知徹底を継続的に行い、法
令、定款、社内規則及び社会通念等、職務の執行に当たり遵守すべき具体的
な事項に関する理解を深め、コンプライアンス違反を未然に防止しています。

⑵ 財務報告の信頼性を確保するため、財務に係る業務のプロセスを整備し、運
用状況の評価を通して、当該業務のさらなる改善を図る体制を確保していま
す。

⑶ 公益通報者保護規程を定め、コンプライアンスに関する事前相談窓口を設置
しています。

⑷ 反社会的勢力との関係を遮断するため、地域の企業防衛対策協議会に加盟し、
積極的に関連情報を収集するとともに、弁護士や警察等の外部専門機関とも
連携しています。

2.  当社の取締役の業務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社の取締役の職務の執行に係る情報は、法令のほか文書情報管理規程に基づ
いて保存及び管理しています。

3.  当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴ 当社及び子会社から成る当社グループ全体のリスクの把握、評価、対応方針

及び具体的対応を実施するため、当社社長直属の組織としてリスク管理委員
会を設置しています。

⑵ リスク管理委員会は、規程等に基づきリスク管理を行い、個々のリスクはそ
れぞれ担当部門あるいは子会社で対応させ、また複数部門あるいは子会社で
の対応が必要となるリスクについては対応責任部門あるいは子会社を決定し、
リスクを管理する体制を明確化しています。

－ 19 －
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4.  当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制
⑴ 各年度ごとに将来の事業環境を見据えた当社グループ全体の目標を定めるこ

とにより、各部門あるいは子会社が当該年度に実施すべき具体的な施策を効
率的に策定しています。

⑵ 当社においては組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程等に、子会社にお
いてはBy-Laws, Schedule of Authority等に基づく適正な業務と権限の配
分、及びその他の規則に基づく明快な意思決定プロセスを通して、職務の執
行が効率的に行われる体制を確保しています。

5.  当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　関係会社管理規程を定め、各子会社は、自社の事業の経過、財産の状況及びそ
の他の重要事項について、定期的に当社へ報告を行うことを義務付けています。

6.  当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項
　当社の監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合は、必要と
する期間と人数を確認のうえ、適任者を推薦、監査役会の事前の同意を得て、当
該社員を選任します。

7.  監査役の職務を補助すべき使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき社員を選任した場合は、当該社員の人事異動、人事
評価及び懲戒について、監査役会の事前の同意を得ることとします。

8.  監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役の職務を補助すべき社員を選任した場合において、監査役が求めた時は
当該社員は専ら監査役の指揮命令に服することとします。

－ 20 －
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９.  当社及び当社子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれ
らの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制、当該報告をし
た者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
　公益通報者保護規程を定め、当社及び子会社の取締役及び社員等は、会社に重
大な損失を与える事項が発生または発生するおそれがある時、違法または不正な
行為を発見した時は所定の窓口へ通報することとし、通報を受けた窓口は監査役
に報告することとしています。また、当該報告をしたことを理由として、解雇そ
の他いかなる不利益な取扱いを行わないこととしています。

10.  当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関
する事項
　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求を
した時は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた時を除き、速やか
に当該費用または債務を処理することとします。

11.  その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1) 監査役は、取締役会、ゼネラルマネージャー会議及び経営会議に出席し、取

締役の職務の執行あるいは各部門・子会社の業務の遂行状況及び解決すべき
課題について報告を受けるほか、リスク管理委員会に出席し、内部統制の整
備と運用ならびに経営に重大な影響を及ぼす可能性のある事項について報
告を受ける体制を確保しています。

(2) 監査役は、代表取締役、内部監査室及び会計監査人と定期的な意見交換を行
い、適切な意思疎通と連携により、効率的な監査業務を行っています。

12.  業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度におきましては、個人及び組織のコンプライアンス意識の向上を図
るため、全役職員を対象としたコンプライアンス意識向上セミナーを５回開催い
たしました。また、業務の適正を確保するために定めた行動宣言の熟読を全役職
員に求め、その精神を尊重し、公明正大に行動する旨の確約書を徴求しておりま
す。

（注）本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨て、比率その他については四捨五入しており
ます。

－ 21 －
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連 結 貸 借 対 照 表
平成28年３月31日現在

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

4,776,534

2,757,443

1,184,733

379,242

37,154

185,879

41,046

191,034

608,234

215,244

31,076

62

181,334

2,770

157,107

61,861

95,246

235,881

198,505

37,376

流 動 負 債 1,331,644

買 掛 金 404,692

短 期 借 入 金 450,000

一 年 内 償 還 予 定 社 債 35,000

一年内返済予定長期借入金 140,760

未 払 法 人 税 等 9,213

そ の 他 291,977

固 定 負 債 463,759

社　　　　　　　債 22,500

長 期 借 入 金 328,470

リ ー ス 債 務 1,710

株 式 給 付 引 当 金 22,253

長 期 未 払 金 59,690

そ の 他 29,136

負 債 合 計 1,795,404

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,457,876

資 本 金 1,645,400

資 本 剰 余 金 2,141,120

利 益 剰 余 金 △280,222

自 己 株 式 △48,421

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 48,776

その他有価証券評価差額金 △2,312

為 替 換 算 調 整 勘 定 51,088

新 株 予 約 権 82,711

純 資 産 合 計 3,589,364

資 産 合 計 5,384,768 負債・純資産合計 5,384,768

－ 22 －
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連 結 損 益 計 算 書
自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,649,629

売 上 原 価 2,266,257

売 上 総 利 益 3,383,371

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,067,025

営 業 利 益 316,346

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,242

受 取 配 当 金 349

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,150

そ の 他 1,077 7,819

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,532

社 債 利 息 653

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 1,000

為 替 差 損 57,224

そ の 他 1,152 66,562

経 常 利 益 257,602

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 174 174

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 30

減 損 損 失 3,017 3,047

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 254,729

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 60,836

法 人 税 等 調 整 額 79,546 140,383

当 期 純 利 益 114,346

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 114,346

－ 23 －
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連結株主資本等変動計算書
自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,641,018 2,124,316 △394,569 △49,959 3,320,807
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 4,382 16,803 21,185
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 114,346 114,346
自 己 株 式 の 処 分 1,537 1,537
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額）

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 4,382 16,803 114,346 1,537 137,069
当 連 結 会 計 年 度 期 末 残 高 1,645,400 2,141,120 △280,222 △48,421 3,457,876

　　（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 △1,676 122,586 120,910 61,144 3,502,862
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 21,185
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 114,346
自 己 株 式 の 処 分 1,537
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額) △635 △71,497 △72,133 21,566 △50,567

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △635 △71,497 △72,133 21,566 86,501
当 連 結 会 計 年 度 期 末 残 高 △2,312 51,088 48,776 82,711 3,589,364

－ 24 －
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
1．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況
　　連結子会社の数　２社
　　連結子会社の名称

　　MEDIA LINKS, INC.
　　ML AU PTY LTD

2．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

3．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産

　商品及び製品
　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ
ております。
仕掛品
　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって
おります。

　原材料及び貯蔵品
　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ
ております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主に定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　10～15年
機械装置　　　　　　　　　８年
工具、器具及び備品　　３～10年

－ 25 －

連結注記表



2016/05/25 14:09:38 / 15174793_株式会社メディアグローバルリンクス_招集通知（Ｆ）

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウエアについては次のとおりです。

　市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売期間（３年）に基づ
く定額法によっております。
　自社利用のソフトウエアについては、見込利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

③　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によ
っております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。
②　株式給付引当金
　株式給付規程に基づく当社従業員及びグループ会社の役員または従業員への
当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込
額に基づき計上しております。

⑷　重要な外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。外貨建有価証券（その他有価証券）は、
連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は全部純資産直入法
により処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円
貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま
す。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
　①　ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処
理を採用しております。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段…金利スワップ
　ヘッジ対象…借入金

　③　ヘッジ方針
　　当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリスクを

回避するため、金利スワップ取引を利用しております。

－ 26 －
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　④　ヘッジ有効性評価の方法
　　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略
　　しております。
⑹　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

4．会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。
以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企
業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。
以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配
が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金
として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として
計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施され
る企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見
直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変
更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非
支配株主持分への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、
連結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定
める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわた
って適用しております。
　これによる連結計算書類に与える影響はありません。

5．金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 27 －
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連結貸借対照表に関する注記
1．担保に供している資産

　銀行取引保証として、以下の資産を担保に供しております。
　　現金及び預金（定期預金） 1,724千円

（20千豪ドル）
2．有形固定資産の減価償却累計額 632,624千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,556,900株
2．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期限の初日が到来していないものを
     除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 126,400株

金融商品に関する注記
1．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金
調達については銀行等の金融機関からの借入を基本方針としております。なお、
デリバティブ取引は借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的
な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、当社グループの販売管理規程及び与信管理規程に
従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用
状況を定期的にモニタリングする体制としております。
　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　社債、借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社
債及び長期借入金は主に研究開発に係る資金調達であります。このうち一部は、
金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引を利用しておりま
す。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを
目的とした金利スワップ取引であります。デリバティブ取引の相手先について
は、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関に限定しております。

2．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは、次表には含めておりません（(注)2.参照）。

－ 28 －

連結注記表



2016/05/25 14:09:38 / 15174793_株式会社メディアグローバルリンクス_招集通知（Ｆ）

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴現金及び預金
⑵受取手形及び売掛金

2,757,443
1,184,733

2,757,443
1,184,733

－
－

資産計 3,942,176 3,942,176 －
⑴買掛金
⑵短期借入金
⑶社債(＊1)
⑷長期借入金(＊2)

404,692
450,000
57,500

469,230

404,692
450,000
57,820

470,546

－
－

320
1,316

負債計 1,381,422 1,383,059 1,637

⑸デリバティブ取引 － － －
（＊1）一年内償還予定社債を含めております。
（＊2）一年内返済予定長期借入金を含めております。
（注）1．金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

負債
⑴　買掛金、⑵　短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑶　社債
　社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑷　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金
利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記⑸
参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様
の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定
する方法によっております。

－ 29 －
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⑸　デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入
金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に
含めて記載しております（上記⑷参照）。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位:千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 198,505
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから金融商品の時価等に関する事項には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
1．１株当たり純資産額 636円09銭
2．１株当たり当期純利益 20円77銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 30 －
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貸　借　対　照　表
平成28年３月31日現在

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
未 収 入 金
未 収 消 費 税 等
そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
工具、器具及び備品
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
敷 金 保 証 金
そ の 他

3,634,681

1,752,102
2,134

1,252,173
264,316
37,154

185,879
39,420
17,634
68,918
14,946

717,602

167,743

27,941
1,577

62
135,390

2,770
155,829

61,129
94,700

394,029

198,505
159,520

1,081
32,423
2,500

流 動 負 債 1,112,850
買 掛 金 313,644
短 期 借 入 金 450,000
一 年 内 償 還 予 定 社 債 35,000
一年内返済予定長期借入金 140,760
リ ー ス 債 務 1,122
未 払 金 75,497
未 払 法 人 税 等 9,213
前 受 金 61,812
預 り 金 9,548
前 受 収 益 2,556
そ の 他 13,695

固 定 負 債 459,621
社 債 22,500
長 期 借 入 金 328,470
リ ー ス 債 務 1,710
株 式 給 付 引 当 金 22,253
長 期 未 払 金 59,690
繰 延 税 金 負 債 3,731
資 産 除 去 債 務 21,266

負 債 合 計 1,572,472
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,699,412
資 本 金 1,645,400
資 本 剰 余 金 2,141,120

資 本 準 備 金 2,141,120
利 益 剰 余 金 △1,038,687

その他利益剰余金 △1,038,687
繰越利益剰余金 △1,038,687

自 己 株 式 △48,421
評価・換算差額等 △2,312

その他有価証券評価差額金 △2,312
新 株 予 約 権 82,711
純 資 産 合 計 2,779,811

資 産 合 計 4,352,283 負債・純資産合計 4,352,283

－ 31 －
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損　益　計　算　書
自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,575,669

売 上 原 価 1,432,288

売 上 総 利 益 2,143,381

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,382,443

営 業 損 失 ( △ ） △239,061

営 業 外 収 益

受 取 利 息 670

受 取 配 当 金 198,217

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,810

業 務 受 託 手 数 料 27,000

そ の 他 995 229,693

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,532

社 債 利 息 653

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 1,000

為 替 差 損 52,841

そ の 他 1,116 62,144

経 常 損 失 ( △ ） △71,512

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 174 174

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 30

減 損 損 失 3,017 3,047

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ ） △74,386

法人税、住民税及び事業税 3,468

法 人 税 等 調 整 額 44,993 48,462

当 期 純 損 失 ( △ ） △122,849

－ 32 －
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株主資本等変動計算書
自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日

　　　　（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 事 業 年 度 期 首 残 高 1,641,018 2,124,316 2,124,316 △915,838 △915,838 △49,959 2,799,538
事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 4,382 16,803 16,803 21,185
当 期 純 損 失 （△ ） △122,849 △122,849 △122,849
自己株式の処分 1,537 1,537
株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 4,382 16,803 16,803 △122,849 △122,849 1,537 △100,126
当 事 業 年 度 期 末 残 高 1,645,400 2,141,120 2,141,120 △1,038,687 △1,038,687 △48,421 2,699,412

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
評価・換算差額

等合計

当 事 業 年 度 期 首 残 高 △1,676 △1,676 61,144 2,859,006
事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 21,185
当 期 純 損 失 （ △ ） △122,849
自 己 株 式 の 処 分 1,537
株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) △635 △635 21,566 20,930

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △635 △635 21,566 △79,195
当 事 業 年 度 期 末 残 高 △2,312 △2,312 82,711 2,779,811

－ 33 －
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個 別 注 記 表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品
　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって
おります。
仕掛品
　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。
原材料及び貯蔵品
　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって
おります。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　10～15年
構築物　　　　　　　　　　10年
機械装置　　　　　　　　　８年
工具、器具及び備品　　３～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウエアについては、次のとおりです。

　市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売期間（３年）に基づく
定額法によっております。
　自社利用のソフトウエアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ
ております。

－ 34 －
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。
②　株式給付引当金
　株式給付規程に基づく当社従業員およびグループ会社の役員または従業員へ
の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額
に基づき計上しております。

⑷　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処
理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段…金利スワップ
　　ヘッジ対象…借入金
③　ヘッジ方針

　当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリスクを
回避するため、金利スワップ取引を利用しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省
略しております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

2．会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。
以下「企業結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企
業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）
等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計
上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業
結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを
企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）
及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従ってお
り、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　これによる計算書類に与える影響はありません。

－ 35 －
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3．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 574,137千円
⑵　関係会社に対する金銭債権・債務

　関係会社に対する短期金銭債権 731,090千円
　関係会社に対する短期金銭債務 50,413千円

4．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
　営業取引による取引高

　売上高 1,901,466千円
　売上原価（仕入高） 7,471千円
　販売費及び一般管理費 291,370千円

　　　　営業取引以外の取引による取引高
　受取配当金 197,868千円
　業務受託手数料 27,000千円

5．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 45,500株 －株 1,400株 44,100株
（注）１．当事業年度末の自己株式44,100株は、株式給付信託（J-ESOP）が所有する当社株式であ
　　　　　ります。
　　　２．自己株式の減少1,400株は、株式給付信託（J-ESOP)制度に基づく従業員への給付による
　　　　　ものであります。

－ 36 －
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6．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
　　繰延税金資産（流動）

研究開発費 77,347千円
製品評価損 29,894千円
その他 34,372千円

計 141,614千円
評価性引当額 △141,614千円

繰延税金資産（流動）計 －千円
　　繰延税金資産（固定）

繰越欠損金 388,122千円
関係会社株式評価損 256,566千円
長期未払金 18,253千円
減損損失 11,331千円
新株予約権 25,293千円
その他 31,067千円

計 730,633千円
評価性引当額 △730,633千円

繰延税金資産（固定）計 －千円
繰延税金資産合計 －千円

　　繰延税金負債（固定）
資産除去費用 △3,731千円

繰延税金負債（固定）計 △3,731千円
繰延税金負債合計 △3,731千円

⑵　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税
法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日
に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引
下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負
債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の計算において使用した32.2％
から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事
業年度に解消が見込まれる一時差異等については30.8％に、平成30年４月１日に
開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、30.6％となり
ます。
　この税率変更による計算書類への影響は軽微であります。

－ 37 －
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7．関連当事者との取引に関する注記
　　子会社等

属性 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

  MEDIA
  LINKS, INC.

（所有）
直接

100.0％

製品の販売等
役員の兼任

製品
売上高

1,049,752 売掛金 417,242

  ML AU
  PTY LTD

（所有）
直接

100.0％

製品の販売等
役員の兼任

製品
売上高

851,713 売掛金 283,182

業務受託
手数料

27,000 未収入金 15,750

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１．製品の販売価格は交渉の上、決定しております。
２．業務受託手数料は交渉の上、決定しております。

8．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 489円24銭
⑵　１株当たり当期純損失（△） △22円31銭

9．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10．金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 38 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年５月18日
株式会社メディアグローバルリンクス

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岸 　 洋 平 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 葉 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社メディアグローバルリンクス
の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は､当監査法人が実施した監査に基づいて､独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある｡当監査法人は､我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った｡監査の基準は､当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために､監査計画を策定し､これに基づき監査を実施する
ことを求めている｡
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社メディアグローバルリンクス及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年５月18日
株式会社メディアグローバルリンクス

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岸 　 洋 平 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 葉 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メディアグローバルリ
ンクスの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第２３期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以上

－ 40 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第23期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　監査役の監査の方法及びその内容
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役等及び他の監査
役と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その
他の重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及
び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検討するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を適切に整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその
附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2.　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また当該内部
統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果並びに連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月20日
株式会社メディアグローバルリンクス監査役会

常勤監査役 山 室 　 武 ㊞
監　査　役 木 下 直 樹 ㊞
監　査　役 竹 中 　 徹 ㊞

(注)監査役は全員会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。
以上

以　上

－ 41 －

監査役会の監査報告



2016/05/25 14:09:38 / 15174793_株式会社メディアグローバルリンクス_招集通知（Ｆ）

株主総会参考書類
議案及び参考事項

議案　取締役５名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま
しては、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

お

小
の

野 　
た か つ ぐ

孝次
(昭和35年２月13日生)

昭和63年10月　川鉄商事(株)入社
平成13年３月　当社取締役営業部長
平成18年４月　当社取締役営業本部長
平成26年４月　当社取締役副社長兼営業本部長
平成26年６月　当社代表取締役社長
　　　　　　　兼営業本部長 (現任)
(重要な兼職の状況)

MEDIA LINKS, INC.　Chairman & 
CEO
ML AU PTY LTD　CEO

343,000株

２
す が わ ら

菅原 　 　
つかさ

司
(昭和52年10月７日生)

平成10年４月　当社入社
平成22年４月　当社Product & Innovation
　　　　　　　 Center マネージャー
平成23年10月　ML AU PTY LTD出向
　　　　　　　 Director
平成25年10月　当社設計開発部
　　　　　　　 ゼネラルマネージャー
平成26年４月　当社設計開発本部長
平成26年６月　当社取締役設計開発本部長
　　　　　　　（現任）
(重要な兼職の状況)

MEDIA LINKS, INC.　CTO
ML AU PTY LTD　CTO

4,200株

３ ジョン デイル
(昭和33年７月４日生)

平成17年11月　MEDIA LINKS, INC. 入社
平成24年３月　同社 President
平成26年２月　同社 CMO (現任)
平成26年４月　当社Marketing & Business
　　　　　　　 Development
　　　　　　　 ゼネラルマネージャー
平成26年６月　当社取締役Marketing & 

Business Development担当
　　　　　　　(現任)
(重要な兼職の状況)

MEDIA LINKS, INC.　CMO
ML AU PTY LTD　CMO

―

－ 42 －
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

４

＊
は

長
せ

谷
が わ

川
 

　
わたる

渉
(昭和34年3月26日生)

昭和57年４月　住友電気工業㈱入社
平成12年６月　シスコシステムズ(株)入社
平成14年４月　日本オラクル(株)入社
平成16年６月　(株)ワコム入社
平成27年８月　(株)キトー入社
平成28年２月　当社入社
　　　　　　　 管理本部副本部長 (現任)

―

５
い し い

石井 　
よ う い ち

洋一
(昭和22年７月５日生)

平成13年１月　日本オラクル(株) 取締役副社長
　　　　　　　 執行役員営業統括本部長
平成15年７月　(株)ジー・コラボ 代表取締役
平成18年12月　(株)インサイトテクノロジー
　　　　　　　 代表取締役社長
平成23年４月　(株)アイ・シー・ティー 顧問
平成26年６月　当社社外取締役 (現任)
平成28年５月　エムイーアイ(株)取締役 (現任)

―

（注）１．＊印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．石井洋一氏は、社外取締役候補者であります。
４．石井洋一氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は、当社の属する業界とその関連業界

に関する豊富な知見を有していること、また、日本オラクル(株)の取締役副社長を務めら
れるなど企業経営に関する専門的な識見を有していることから、引き続き、当社経営上の
有用な意見、助言をしていただけると判断したものであります。

５．石井洋一氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって２年となります。

６．当社は、石井洋一氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、石井洋一氏の再任が承
認された場合は，同氏との当該契約を継続する予定であります。

７．石井洋一氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており，同氏の再任
が承認された場合には，引き続き独立役員となる予定でおります。

以　上

－ 43 －
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定時株主総会会場ご案内図

(神 奈 川 県 川 崎 市 幸 区 堀 川 町 5 8 0 番 地
ソ リ ッ ド ス ク エ ア
地 下 １ 階 ホ ー ル)

ラゾーナ川崎

西口北

JR川崎駅

川崎駅ビル

地下街アゼリア

至横浜 JR京浜東北線・東海道線

至横浜

京急川崎駅
西口 ヨドバシカメラ

国
道
409号

至品川

堀川町興和
西口ビル

東芝
ビル

テック
センター

川崎市
産業振興
会館

多摩川
至
国
道
1号

幸町交番前

幸町

京浜急行本線

Ｎ

ソリッドスクエア

＜会場までの経路＞
【JR川崎駅をご利用の場合】（JR川崎駅より　徒歩約8分）

①改札を出て左(西口側)に向い、一番奥の「西口北バス乗り場81～87」の階段を降りてください。
②左手にバスターミナルを見ながら道路に沿ってまっすぐにお進みください。
③下が道路となっている橋を渡ると、左手に「ソリッドスクエア」がございます。

【京急川崎駅をご利用の場合】（京急川崎駅より　徒歩約7分）
①西口改札を出て階段を降り、ヨドバシカメラとパチンコ店の間をそのままお進みください。
　＊中央口に出ますと逆方向となるため、必ず西口改札をご利用ください。
②コンビニエンスストアと駐車場の間の道を道なりにお進みいただくと階段がございます。
③階段を降りトンネルを抜けて進みますと、右手に「ソリッドスクエア」がございます。

お願い：当会場には専用駐車場・駐輪場の用意がございませんので、公共の交通機関等のご利用を
お願い申し上げます。

用紙は再生紙を使用しています。

地図




